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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

当第１四半期連結累計(会計)期間
第61期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 438,664 1,507,509

経常利益 (百万円) 11,227 21,267

四半期(当期)純利益 (百万円) 6,429 13,117

純資産額 (百万円) 107,173 100,926

総資産額 (百万円) 551,536 482,014

１株当たり純資産額 (円) 503.74 473.70

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 30.42 62.07

潜在株式調整後１株当たり         
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 19.3 20.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △25,235 21,430

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △11,189 △8,443

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 36,448 △9,144

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 14,248 14,178

従業員数 (名) 1,846 1,715
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当第１四半期連結会計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、当グループに重要な異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

(平成20年６月30日現在) 

 
(注) １  従業員数は、当社グループ(当社及び連結子会社)から当社グループ外への出向者を除いた就業人員数であり

ます。 

２ 「従業員数」の [外書] は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員には、嘱託社員及びアルバイト等を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成20年６月30日現在) 

 
(注) １  従業員数は、当社から関係会社等への出向者を除いた就業人員数であります。 

２ 「従業員数」の [外書] は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員には、嘱託社員及びアルバイト等を含み、派遣社員を除いております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,846 [431]

従業員数(名) 1,121 [130]
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第２ 【事業の状況】 

(1) 受注実績 

受注実績と販売実績との差異は僅少なため、受注実績の記載は省略しております。 

  

(2) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、当第１四半期連結会計期

間における当該割合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省略しております。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期における世界経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速が明らかになる

中、信用収縮回避のための金融緩和が原油や食糧など資源価格の一層の高騰を招くなどの混乱した状況

にありましたが、実需については新興国中心に緩やかな成長を持続しました。一方、国内経済におきま

しては、新興国など外需向け中心の製造業は堅調に推移したものの、資源高からの原材料や商品価格の

上昇により企業収益や個人所得が圧迫され、設備投資や住宅着工、個人消費などの内需は停滞局面にあ

りました。 

このような環境において、当第１四半期連結会計期間の売上高は、鉄鋼製品や石油製品価格の上昇に

より、438,664百万円となりました。また利益面でも、鉄鋼事業の伸長により、営業利益は12,117百万

円、経常利益は11,227百万円、第１四半期純利益は6,429百万円となりました。 

  

１ 【受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

鉄        鋼 237,808 

金  属  原  料 53,759 

非  鉄  金  属 18,923 

食        品 22,825 

石 油 ・ 化 成 品 91,716 

そ       の       他 13,631 

計 438,664 

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 鉄鋼事業 

タイトな需給環境や鉄鋼原料価格の高騰により鋼材市況が急騰する中、積極的な販売に努めたこと

などにより、売上高は237,808百万円となり、営業利益は鋼材市況の急騰による当社在庫商品の販売

益が貢献し、8,103百万円となりました。 

② 金属原料事業 

ニッケル価格の下落とステンレス市況の低迷からニッケル系原料の販売が減少したことなどによ

り、売上高は53,759百万円となり、営業利益は合金鉄類の価格上昇などが寄与し、2,580百万円とな

りました。 

③ 非鉄金属事業 

銅やアルミなどの需要動向の低迷を反映して売上高は18,923百万円に留まり、営業利益はアルミス

クラップ関連の収益性が低下したことなどから、476百万円となりました。 

④ 食品事業 

前期に引き続き国内消費に盛り上がりを欠き、商品価格も概して低迷したことにより、売上高は

22,825百万円となり、営業利益は一部商品の採算が改善したことから724百万円となりました。 

⑤ 石油・化成品事業 

原油価格が上昇する中、舶用石油の拡販などにより、売上高は91,716百万円となり、営業利益は重

油の採算が改善したことなどから873百万円となりました。 

⑥ その他の事業 

主に木材事業での住宅着工減少による木材製品市況の低迷や子会社のアミューズメント事業の不振

により、売上高は13,631百万円となり、営業利益は機械部門の採算向上などにより、785百万円とな

りました。 

  

なお、所在地別セグメントの業績については、当第１四半期連結会計期間における全セグメントの売

上高の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、69百万円

（0.5％）増加し、14,248百万円となりました。 

これは主に活発な営業活動や投資に伴う資金需要に対応するために、短期借入金やコマーシャル・ペ

ーパーによる調達を行ったことによるものであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における営業活動による支出は、25,235百万円となりました。これは活

発な営業活動や販売価格の上昇に伴う売上債権の増加によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における投資活動による支出は、11,189百万円となりました。これは主

に投資有価証券の取得によるものであります。 

  

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリ

ー・キャッシュ・フローは、36,424百万円の支出となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間における財務活動による収入は、36,448百万円となりました。これは短

期借入金の増加やコマーシャル・ペーパーの発行によるものであります。 
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループに新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき

課題は、次のとおりです。 

当第１四半期連結会計期間において、フィンランドのルーキーグループPLCのフェロクロム及びクロ

ム鉱石事業への参画と商権の獲得を目的とし、同社の発行済み株式の約10％（取得原価12,159百万円）

を取得いたしました。 

今後、同事業の動向に留意し、適切に対処してまいります。 

  

なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を以下のように定めております。 

① 基本方針の内容 

当社は、独立系専門商社として鉄鋼をはじめ金属原料、非鉄金属、食品、石油・化成品、木材、機

械など広範な商品を取扱い、国内はもとより海外にも数多くの子会社・関連会社を有し、グローバル

な営業戦略を展開しております。従いまして、当社の経営には、広範な商品に対する幅広い知識と各

業界に関する習熟した経験が必要であり、また、株主の皆様や従業員、取引先など当社のステークホ

ルダーとの間に築かれた長年の関係に対する十分な理解を欠くことはできないと考えます。 

当社は、平成19年５月に平成19年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画を策定しました。この中

期経営計画において掲げられた経営目標の達成に向け抽出した重点事業戦略を推進することにより、

当社の企業価値及び株主共同の利益の最大化が実現できるものと考えます。 

当社としては、支配権の移動を伴う当社株式の大規模買付行為であっても、当社の企業価値の向

上、株主共同の利益に資するものであれば、当該行為を否定するものではありません。しかしなが

ら、最近は対象企業の経営陣との十分な協議や合意のプロセスを経ることなく大規模買付行為が進め

られることが少なくありません。このような場合は、結果として企業価値、ひいては株主共同の利益

が毀損されることも否定できません。当社は、このような濫用的な当社株式の大規模買付行為に対し

一定のルールを求め必要な対抗措置を講じることは、当社の企業価値の向上及び株主の皆様の共同利

益に資することと考えております。 

  

② 不適切な支配の防止のための取組み 

当社は、平成19年２月26日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させ

るため、基本方針に照らして不適切な支配の防止のための取組みとして、「当社株式に対する大規模

買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本ルール」という。）を決議いたしました。また、

平成19年６月開催の当社第60回定時株主総会において、本ルールの継続について株主の皆様のご承認

をいただきました。 

当社は、当社株式の大規模買付行為がなされる際には、大規模買付者から事前に、株主の皆様が大

規模買付行為に応諾するか否かを適切に判断するに足る必要かつ十分な情報が提供されるべきである

と考えております。そこで本ルールにおきまして、上記の情報提供に関する一定のルールを定めると

ともに、ルールを遵守しない場合や当社の企業価値や株主共同の利益を毀損することが明らかである

と当社取締役会が判断する場合には、一定の対抗措置を講じることがある旨を公表しております。ま

た、大規模買付行為を評価・検討する際や、対抗措置を発動する際等には、当社取締役会は新たに設

けた特別委員会に諮問し、特別委員会の助言・勧告を最大限尊重することとしております。特別委員

会は学識経験者、社外取締役、社外監査役の中から選任された３名以上の委員から構成され、これに

より当社取締役会の行う判断の公正性、透明性が確保できるものと考えます。 

当社は、本ルールの詳細を平成19年５月16日付けで「当社株式に対する大規模買付行為への対応方

針（買収防衛策）の継続について」として公表いたしました。このプレスリリースの全文は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイトをご覧ください。 

(ホームページアドレス http://www.hanwa.co.jp) 
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③ 上記取組みについての取締役会の判断 

当社取締役会は、上記②の取組みが上記①の当社の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、

株主共同の利益を確保するための取組みであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないと考

えます。また、取締役会による恣意的な判断がなされることを防止するため、独立第三者により構成

される特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発動する際等には特別委員会の助言・勧告を最大

限尊重することにより、本ルールに係る取締役会の恣意的な判断を排除する仕組みを確保しておりま

す。 

また、当社は、本ルールの有効期限を原則として２年以内としており、平成21年開催の当社第62回

定時株主総会において、本ルールの継続等を付議し、本ルールに係る株主の皆様の総体的なご意思を

確認することとしております。当該株主総会において出席株主の議決権の過半数のご賛同が得られな

かった場合には、本ルールはその時点で廃止されるものといたします。 

  

(4) 研究開発活動 

特記すべき事項はありません。 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

サブプライムローン問題を端緒とした米国経済動向の減速が顕在化する中、米国当局の適切な対応が

期待されますが、回復への確たる兆しはまだ見えておりません。また、旺盛な資源需要に対する供給力

懸念と金融緩和からの投機資金流入による資源価格の急騰が、堅調に推移していた新興国の経済成長へ

も影響を及ぼすことなどから、当期の世界経済につきましては、先行きの不透明な状況にあります。 

一方、日本経済につきましても、新興国向け需要により景気を下支えしてきた国内製造業の状況に翳

りが見られ、米欧向け需要動向の低迷や原油をはじめとする原材料価格の高騰、円高傾向などが企業収

益を圧迫する他、建設需要や個人消費の低迷などにより、経済成長の減速も懸念されます。 

このような経済環境の中で、当社グループの足元での事業環境につきましては、各事業分野において

原材料価格の上昇などにより、仕入コストが上昇しており、特に鉄鋼事業においては、鋼材価格がかつ

てない高水準に達しております。当社グループといたしましては、その需要動向の的確な把握ととも

に、適正な販売価格の実現に努めることにより、収益確保に注力していく所存です。 

  

(6) 資本の財源および資金の流動性に係る情報 

① 財政状態 

当第１四半期連結会計期間末の総資産につきましては、売上高の増加に伴う売上債権の増加や投資

有価証券の増加などにより、前連結会計年度末比14.4％増の551,536百万円となりました。 

負債につきましては、活発な営業活動と仕入れ価格の上昇に伴う仕入債務の増加や運転資金需要の

増加による短期借入金やコマーシャル・ペーパーの増加などにより、前連結会計年度末比16.6％増の

444,363百万円となりました。そのうち、有利子負債につきましては、前連結会年度末比22.1％増の

202,770百万円となり、当第１四半期連結会計期間末のネット負債倍率は、1.8倍となりました。 

純資産につきましては、第１四半期純利益の積み上がりなどにより、前連結会計年度末比6.2％増

の107,173百万円となりました。この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結

会計年度末の20.7％から19.3％になりました。 
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② 財務政策 

当社グループは、運転資金及び投融資資金につきましては、手持ち資金、銀行借入による調達を主

としておりますが、安定的・機動的な流動性確保のため、資金調達ソースの多様化を図り、資本市場

における社債並びにコマーシャル・ペーパー発行による調達も随時行っております。 

銀行借入につきましては、主に運転資金の調達のためには、期限が1年以内の短期借入金を利用し

ております。なお、海外の各々の連結会社においては、現地通貨での借入を利用しております。当第

１四半期連結会計期間末現在の短期借入金残高は53,833百万円であり、主な通貨は日本円でありま

す。これに対して設備投資などの長期資金は、原則として日本において固定金利の長期借入金で調達

しております。当第１四半期連結会計期間末現在の長期借入金残高は、１年以内の返済予定額19,612

百万円を含めて98,937百万円であります。 

社債につきましては、主に運転資金の調達や借入金の返済を目的に利用しており、当第１四半期連

結会計期間末現在の社債発行残高は、普通社債20,000百万円(①平成17年11月発行 年限３年 10,000

百万円、②平成19年８月発行 年限３年 10,000百万円)であります。当社は市場環境や財政状態の変

化に対応した機動的な社債発行を可能にするため、発行登録制度を利用しており、当第１四半期連結

会計期間末現在の国内公募普通社債発行登録枠の未使用枠は、10,000百万円であります。 

当社グループは「攻めの経営」を標榜する成長戦略をとっており、事業の拡大に必要な資金需要に

対応した効率的な資金調達を図ると同時に、外部負債規模への指標管理(ネット負債倍率)を維持する

ことにより、健全な財務バランスを追求していく方針であります。現状における資金調達に関して

は、当社グループの健全な財務状態や営業活動により得られるキャッシュ・フロー、1,135億円の実

行を確約していない未使用の銀行借入枠、及び資本市場における債券発行等により、当社グループの

成長を維持するために必要な運転資金及び投融資資金を調達することは十分可能であると考えており

ます。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の主要な設備に重要な異動

はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループに新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改

修、除却及び売却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社(東京都品川区大崎

一丁目11番２号ゲートシティ大崎)から平成20年５月８日付で関東財務局長に提出された大量保有報告

書により、平成20年４月30日現在で10,980千株の株式(株券等保有割合は5.19％)を所有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 570,000,000

計 570,000,000

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 211,663,200 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

─

計 211,663,200 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年６月30日 ― 211,663,200 ― 45,651 ― ―
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(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日(平成20年３月31日)に基づく株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

(平成20年３月31日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式60,000株(議決権60個)が含まれ

ております。 

２ １単元の株式数は1,000株であります。 

３ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式332株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成20年３月31日現在) 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   324,000 

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 210,626,000 210,626 ─

単元未満株式 普通株式   713,200 ― ─

発行済株式総数 211,663,200 ― ―

総株主の議決権 ― 210,626 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
阪和興業株式会社 

大阪市中央区伏見町
四丁目３番９号 

324,000 ─ 324,000 0.15

計 ― 324,000 ─ 324,000 0.15

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月

５月 ６月

最高(円) 546 670 683

最低(円) 427 504 617

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50

号）附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用してお

ります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビ

ューを受けております。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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1【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,473 14,191

受取手形及び売掛金 311,030 263,192

たな卸資産 ※１  100,687 ※１  92,982

その他 21,832 21,297

貸倒引当金 △995 △891

流動資産合計 447,028 390,772

固定資産   

有形固定資産   

土地 24,453 24,453

その他（純額） ※２  18,051 ※２  18,288

有形固定資産合計 42,505 42,741

無形固定資産 797 808

投資その他の資産   

投資有価証券 44,662 31,443

その他 17,260 17,005

貸倒引当金 △717 △756

投資その他の資産合計 61,205 47,692

固定資産合計 104,508 91,242

資産合計 551,536 482,014
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 190,185 168,287

短期借入金 73,445 49,738

コマーシャル・ペーパー 30,000 17,000

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払法人税等 4,845 4,813

賞与引当金 1,184 1,763

その他 33,547 29,416

流動負債合計 343,210 281,019

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 79,325 79,325

退職給付引当金 23 8

その他 11,804 10,735

固定負債合計 101,152 100,068

負債合計 444,363 381,088

純資産の部   

株主資本   

資本金 45,651 45,651

資本剰余金 5 4

利益剰余金 56,189 51,028

自己株式 △137 △130

株主資本合計 101,708 96,554

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,793 5,397

繰延ヘッジ損益 99 143

土地再評価差額金 △16 △16

為替換算調整勘定 △2,131 △1,966

評価・換算差額等合計 4,745 3,557

少数株主持分 719 814

純資産合計 107,173 100,926

負債純資産合計 551,536 482,014
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(2)【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 438,664

売上原価 419,101

売上総利益 19,562

販売費及び一般管理費 ※１  7,445

営業利益 12,117

営業外収益  

受取利息 274

受取配当金 475

その他 142

営業外収益合計 892

営業外費用  

支払利息 1,174

その他 608

営業外費用合計 1,783

経常利益 11,227

税金等調整前四半期純利益 11,227

法人税等 ※２  4,823

少数株主損失（△） △25

四半期純利益 6,429
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 11,227

減価償却費 527

貸倒引当金の増減額（△は減少） 66

受取利息及び受取配当金 △749

支払利息 1,174

売上債権の増減額（△は増加） △48,690

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,044

仕入債務の増減額（△は減少） 22,669

その他 1,644

小計 △20,176

利息及び配当金の受取額 707

利息の支払額 △882

法人税等の支払額 △4,883

営業活動によるキャッシュ・フロー △25,235

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △212

有形固定資産の取得による支出 △914

有形固定資産の売却による収入 308

投資有価証券の取得による支出 △12,767

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,060

短期貸付金の増減額（△は増加） 96

長期貸付けによる支出 △10

長期貸付金の回収による収入 28

その他 221

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,189

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 27,430

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 13,000

長期借入金の返済による支出 △3,012

配当金の支払額 △959

その他 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 36,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 46

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 69

現金及び現金同等物の期首残高 14,178

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  14,248
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 

【追加情報】 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 たな卸資産 

たな卸資産については、従来、移動平均法又は個別法による低価基準によっておりましたが、当第１四半

期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企

業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、移動平均法又は個別法による原価基準（四半期連結貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。 

なお、この変更による損益への影響は、軽微であります。 

(2)重要なリース取引の処理方法の変更 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改

正平成19年３月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。なお、リース資産総額に重要性が乏しいと

認められるため、リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法によっております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採用し

ております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。 

この変更による総資産への影響は軽微であり、損益への影響はありません。 

(3)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

なお、これによる損益への影響はありません。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

 有形固定資産の耐用年数の変更 

当社及び国内連結子会社は、法人税法改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省

令 平成20年４月30日 省令第32号）による耐用年数の変更に伴い、当第１四半期連結会計期間から、機

械及び装置の耐用年数を変更しております。 

なお、この変更による損益への影響は、軽微であります。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 

(四半期連結損益計算書関係) 

  
第１四半期連結累計期間 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ たな卸資産の内訳 
 商品及び製品 97,404百万円

 仕掛品 1,472
 原材料及び貯蔵品 1,809

計 100,687

※１ たな卸資産の内訳 
商品及び製品 89,222百万円

仕掛品 1,533
原材料及び貯蔵品 2,226

計 92,982

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 
17,623百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 
17,627百万円 

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対し保証を

行っております。 
(関係会社) 

ハンワ・スチール・サービ
ス・タイランド 

1,684百万円

阪和鋼板加工(東莞)有限公司 1,537

阪和泰国㈱ 336
その他６社 563

計 4,121

 ３ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対し保証を

行っております。 
(関係会社)

阪和鋼板加工(東莞)有限公司 1,530百万円
阪和泰国㈱ 368
ハンワ・スチール・サービ
ス・タイランド 

265

その他７社 526

計 2,691

 ４ 受取手形割引高 2,440百万円 ４ 受取手形割引高 4,594百万円

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

従業員給料 2,364百万円

賞与引当金繰入額 1,155

貸倒引当金繰入額 102

※２ 税金費用については、税金等調整前四半期純利益に年間見積実効税率を乗じて計算する四半期特有の会計処

理を適用しておりますので、「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」を一括し、「法人税等」

として表示しております。 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

  現金及び預金勘定 14,473百万円

  預入期間が３ヶ月を  

  超える定期預金 
△225    

  現金及び現金同等物 14,248 
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

  配当金支払額 

 
  
    

(リース取引関係) 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間末にお

ける当該リース取引残高について、前連結会計年度の末日に比して著しい変動は認められません。 

  

(有価証券関係) 

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か

つ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著し

い変動が認められます。 
  

 その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 四半期決算末日の時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、回復する見込みがあると認められる場合

を除き、減損処理を行っております。 

なお、表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 211,663,200

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 335,187

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,268 6.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

種類

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借  
対照表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

株式 27,843 39,045 11,202 15,156 23,978 8,821

計 27,843 39,045 11,202 15,156 23,978 8,821

─ 19 ─



(デリバティブ取引関係) 

対象物の種類が通貨及び商品であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なも

のとなっており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動

が認められます。 
  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  

 
(注) １ 時価の算定方法 

    為替予約取引………………取引金融機関から提示された価格によっております。 

    スワップ取引………………取引金融機関等から提示された価格によっております。 

    先渡取引……………………取引所会員等から提示された価格によっております。 

    ２ ヘッジ会計が適用されているものについては、開示の対象から除いております。 

   ３ 「評価損益」は、四半期連結損益計算書に計上しております。 

  

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

対象物 
の種類

取引の種類
契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

通貨 為替予約取引 

 売建 

  米ドル 23,815 23,922 △107 12,670 12,662 7

  その他の通貨 12,679 13,111 △431 1,347 1,294 52

 買建 

  米ドル 12,158 12,190 32 19,132 18,792 △339

  その他の通貨 1,356 1,364 7 1,444 1,384 △59

スワップ取引 

 受取円・支払 
 米ドル 

14,039 220 220 15,463 2,259 2,259

計 ― ― △278 ― ― 1,919

商品 先渡取引 

 石油製品 

  売建 8,126 8,469 △343 6,259 6,276 △17

  買建 6,662 7,151 488 4,205 4,297 91

 非鉄地金 

  売建 9,909 9,878 31 14,646 14,743 △96

  買建 5,437 5,174 △262 10,647 10,470 △176

スワップ取引 

 石油製品 

  受取固定・ 
  支払変動 

4,005 △561 △561 2,562 △216 △216

  受取変動・ 
  支払固定 

6,441 549 549 5,802 167 167

計 ― ― △97 ― ― △247
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、取扱商品によって区分しております。 

２ 各区分の主な製品 

 (1) 鉄鋼 ………………… 条鋼、建設工事、鋼板、特殊鋼、線材、鋼管、鉄屑 

 (2) 金属原料 …………… ニッケル、クロム、合金鉄、太陽電池原材料 

 (3) 非鉄金属 …………… アルミニウム、銅、亜鉛 

 (4) 食品 ………………… 水産物、畜産物 

 (5) 石油・化成品 ……… 石油製品、工業薬品、化成品、セメント 

 (6) その他 ……………… 木材、機械、アミューズメント施設の運営 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日) 

  全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３  各区分に属する主な国又は地域 

 （1） アジア……………中国・韓国・シンガポール・タイ 

 （2）  その他の地域……アメリカ・ドイツ 

  

  

  

  

鉄鋼 
(百万円)

金属原料 
(百万円)

非鉄金属
(百万円)

食品
(百万円)

石油・
化成品 
(百万円)

その他
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

237,808 53,759 18,923 22,825 91,716 13,631 438,664 ― 438,664

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高 

― ─ ― ― ― ― ― (―) ─

計 237,808 53,759 18,923 22,825 91,716 13,631 438,664 (―) 438,664

営業利益 8,103 2,580 476 724 873 785 13,545 (1,427) 12,117

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 91,874 13,011 104,886

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 438,664

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

20.9 3.0 23.9
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

(平成20年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年３月31日) 
前連結会計年度末

１株当たり純資産額 503円74銭 １株当たり純資産額 473円70銭

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

 

 

１株当たり四半期純利益金額 30円42銭

１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 四半期連結損益計算書上の四半期純利益 6,429百万円

   

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 普通株主に帰属しない金額 ─ 

 普通株式に係る四半期純利益 6,429

 普通株式の期中平均株式数 211,338千株

２【その他】

─ 22 ─



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年８月13日

阪和興業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている阪

和興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、阪和興業株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  乾      一   良  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松   本       浩  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  浅   野       豊  印 

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月14日 

【会社名】 阪和興業株式会社 

【英訳名】 HANWA CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  北   修  爾  

【最高財務責任者の役職氏名】             ─

【本店の所在の場所】 大阪市中央区伏見町四丁目３番９号 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は、東京

本社において行っております。) 

【縦覧に供する場所】 阪和興業株式会社東京本社 

 (東京都中央区築地１丁目13番10号) 

阪和興業株式会社名古屋支社 

 (名古屋市東区東桜１丁目13番３号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 北  修爾は、当社の第62期第１四半期（自 平成20年４月１日 至 平成20年６

月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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